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都市人口と順位との関係

鈴木 武

都市人口の大きさとその順位の関係について，

その積が一定値になるという，ジップの法則が成

り立つのではないかと考えられている。〔Ｉ〕で

は，Ｐ・クルグマンのモデルを用いて，それを日

本の都市データで検証した。その結果，ジップの

法則が成り立つ範囲と，成り立たない範囲がある

ことが判った。クルグマンのモデルを再解釈する

ことによって，計測結果を整合的に理解しようと

している。

〔Ⅱ〕では，都市人口と順位の間になぜベキ乗

則の関係があるのかを，中心地理論を用いて導こ

うとしている。その結果，直線上で中心地理論を

組み立てる場合と，平面上で組み立てる場合とで

は，結論が違うことが判った。

〔Ⅲ〕では，日本の都市データを用いて,〔Ⅱ〕

で得られた関係を検証している。そこから，都市

順位のどの範囲で直線上の中心地理論が成り立ち，

どの範囲で平面上の中心地理論が成り立つかを検

討している。

各国の都市データについてジップの法則に近い関

係が計測されている｡(2)

Krugman［1996a］およびKrugman［1996b］

では，ハーバート・サイモンの所説を用いて

ｂ＝１という現象を説明している｡釦》

あるひとまとまりの人口群が都市に加わるとし

よう。そのさい，その人口群が新しい都市を形成

する硴率を汀，既存の都市に加わる確率を１－万

であるとする。さらに，既存のどの都市に追加さ

れるかは，それぞれの都市人口の大きさに比例し

た確率で生起するものと仮定する。

人口群を単位として計測した人口をＳとする。

また，人口がＳ以上である都市の数をⅣとする。

もし都市人口がベキ乗則に従っていれば

１Ｖ＝ｌＧＳ－ｂ 

である。この式をＳで微分する。Ｓにおける1Ｖ

の密度，すなわち人口がＳである都市数を〃と

すると

。Ⅳ

〃＝万百＝－ｂｊｃｓｂ１

になる。〃のＳに関する弾力`性は

幽旦＝－６－，
．s〃

である。

すべての都市をあわせた地域全体の人口をＰ

とする。また，人口がＳの都市数を〃Ｓとする。

新たに人口群がひとつ加わるとする。もし人口が

(ｓ－ｌ）である都市に加われば，〃sは１多くなる。

また，人口がｓである都市に力||われば，〃ｓは１

少なくなる。従って，新たな人口群がひとつ加わっ

て全人口Ｐが変化するとき，都市数〃sの変化は，
期待値では

〔Ｉ〕都市に関するジップの法則

1．クルグマンの考え方

都市人口とその順位との間には対数線形に近い

関係があると考えられている。すなわち，ある地

域における都市を人口の大きさ順に並べる。都

市人口の順位をⅣ，その人口をＳとする。その

さい

ｌｏｇ(１V）＝α－６mg(Ｓ） (1) 

が成り立つ。さらに驚くことに，ｂ＝１に非常に

近い。これはジップの法則（Zipf,ｓｌａｗ）と呼ば

れている｡《'）その法則の都市における適用であり，
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砦=(1-露)("．‐,旱-"是）
になる。

横軸を人口，縦軸を都市数とする分布を考える。

この分布が時間経過とともに定常状態へ近づいて

いくと仮定する。人口がＳである都市数の密

度は

〃Ｓ

Ｐ 

である。新たに人口群が加わって全人口Ｐが変

化するとき，人口Ｓの都市数密度の変化は，期

待値では

2．日本の都市におけるジップの法則の検証

図１は，1995年10月１日の国勢調査をもとに，

人口×順位の値をグラフにしたものである。その

うち，（a）は市部のデータであり，全国で市は

661あった。（b）は市部のうち人口集中地区を対

象としたデータであり，639あった。（c）は建設

省都市局監修による「都市計画年報（平成６年)」

から，都市計画区域のうち人口集中地区を対象と

したデータで，701あった。（a)および(ｂ)は行政

区を対象にしており，（c)は行政区をまたがって，

ひとつの圏域を作っているものを対象にしている。

図１

（ａ）1995年市部

１，位.百万国勢調査による行政区データ
且L22J-砦合一獅７

ｌ 

ｄＰ 

－☆[(1-魔〕,Ms-,）
－(１－汀)"ss-1zs］

である。

もし都市数分布が時間経過とともに定常状態に

近づくならば，長期には都市数密度の変化の期待

値はゼロになる。従って

〃ｓ＿（1-2r)(Ｓ－１）
（２） 

〃s-，（１－万)Ｓ＋ｌ

が成り立つ。変形すると

〃ｓ￣〃ｓ－ｌ－－ 汀－２

鋼
塑
如
泊
泊
凶
恒
旧
８
６
４

人
口
×
順
位

順位

（b）1995年人口集中地区

遡位.百万国勢調査における行政区データ
〃Ｓ－ｌ （１－刀)Ｓ＋１

左辺は近似的に

〃ｓ－"s-L-2zl竺旦§

如
旧
旧
個
泥
肥
８
６
４
２

人
口
×
順
位

〃ｓ－１．〃

としてよいであろう。従って，人口ｓにおける

都市数〃の弾力'性は

ｄ７ＴＳ刀－２
＝ 

ｄＳ'ｚｌ－ｊ７ 

と近似される。

ベキ乗則の仮定から導き出された弾力性とあわ

せると

0 4ｍ 2Z０ 田０

順位

１ 

ｂ＝１－江 (3) 

となる。新たな人口群が新しい都市を形成する確

率汀はほとんどゼロに近いので

ｂ＝１ 

ｶｾﾞ近似的に成り立つ。

〆
Ｌ句,VO/ｂ

声色/､､ﾉ､が､ 昌〆グー～ 串へ、～

～､ 

０函。“・麺・０

／ 

I／ 

恥
、
、
、

、■。。■■

Hosei University Repository



107 

３種類のグラフに共通して言えることは，人口

×順位の値のグラフが4区分されることである。

（１）順位１～13前後までの値が上昇している部

分，（２）いったん値が低下して，順位15あたり

から順位90前後までの値が上昇している部分，

（３）データによって順位が異なるが，ほぼ一定

の値をとる部分，（４）値が減少している部分，で

ある。

表１に，（１）式における係数ｂについて，１９９５

年の３種類のデータで４区分にして推定した結果

を記載した。区分（３）では人口×順位の値が一

（c）1995年都市圏における人ロ集中地区

都市計画法適用区域データ
単位･百万

２８ 

１８ 

１８ 

人'４
口1２

０
８
６
４
２
 

ｌ
 

ｘ
順
位

順位

グラフから言えることは，人口×順位の値が－定に近いので，係数ｂの推定値は１に近い。しか

定であるのは，（a)では順位９０～400,（ｂ)ではし，人口の大きい区分（１）および（２）に該当

減少傾向があるが，しいて言えば順位150～300,する市部のデータでは，係数ｂは１より大きく，

(c)では順位７０～150である。とくに区分（２）ではかなり大きい。また，人口

（表１）ｌｏｇ（Ｎ〉＝a-blog（S）の推定値
1995年における３つのデータによる比較

の小さい（４）に該当する市部のデータでは，係

数ｂは１より小さい。

係数ｂの推定に３種類のデータを用いたが，そ

れぞれの各区分がカバーする順位は少しづつ異なっ

ている。しかし，それを除けば推定値は同じよう

な傾向をとると言ってよい。過去の調査では人口

集中地区という概念がないのもあるので，種類

(a)の市部データのみで比較することにしよう。

図２は，1925年から1995年までの10年間隔の市

部データを用い，人口×順位の値についてグラフ

を描いたものである。似たような傾向のグラフは，

1925年と1935年，1955年と1965年，1975年～1995

年である。時期で言えば，戦前期，戦後から高度

成長期まで，高度成長期後から現在まで，である。

表２は，人口×順位の値に応じて各年のデータを

４区分して係数ｂを求めたものである。

図２

（ａ）人口×順位1955～95年魁位･百万餌
笙
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４
２
０
８
 

１
１
１
１
１
 

人
口
×
順
位

６
４
２
 

-1995年-1985年-1975年--1965年-1955年

遡位.百万（b）人口×順位1925年，1935年６
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区分
(a）市部

人口の順位 係数ｂの推定値

(b）人口集中地区

人口の順位 係数ｂの推定値

(c）都市圏

人口の順位 係数ｂの推定値
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(表２）ｌｏｇ（Ｎ）＝a-blog（S）の推定値
1925年～1995年市部データによる比較

１
１
１
１
 

１
２
３
４
 

く
Ｉ
く
く

’065 

Ⅲ１８７ 

'１:； 

推定結果から言えることは，区分（１）の大規近年さらに小さくなってきている。

模都市では，係数６の推定値が１より小さい値か

ら，時間経過とともに１より大きくなってきたこ
３．クルグマン仮説による解釈

とである。これは，以前は東京・大阪という二極

が中心で，他の都市は東京・大阪の人口とかなり日本のデータでは，なぜ小規模都市でしかジッ

の差があった。ところが，近年になると東京のみプの法則が成り立たないのだろうか。それを考え

の一極になった。また，大阪を除けば他の都市もるために，市と人口の推移をみよう。表３は，係

それなりの大都市になり，人口倍率でみると東京数６の推定に用いた区分に対応する人口数であ

との差が縮まってきたからである。区分（２）のり，各区分のうち最大および最小の人口をもつ市

中規模都市では，時間経過とともに係数ｂが大の規模を表している。これに基づいて，人口規模

きくなってきている。区分（３）の小規模都市でを３万人～５万人，５～10,10～20,20～３０，３０

は，係数ｂが１より大きかったのが，１に近づい～50,50～80,80万人以上と区切って，表４を作

てきている。そのような意味で，区分（３）では成した。表４のうち，1955年，1975年，1995年を

ジップの法則が成り立ってきている。区分（４）図３のグラフに表した。

の零細都市では，係数ｂは１より小さかったが，

（表３）４区分に該当する市部の人口

(表４）人ロ規模別の市および人ロ数

市の数

区分
人口の

順位

係数ｂの推定値

1925年 1935年

人口の

順位

係数ｂの推定値

1955年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年

１１１１ １２３４ くＩくく
1～９ 

10～３０ 

３５～９０ 

９０～120 ７２４４ ６６３８ ＯＬＬ０ ５７４９ ６８３５ ●●●● ０１１０ 
1～１３ 

15～９０ 

100～400 

400～600 幽閉躯一ロ●●０１１ 躯ｎｎ－Ｄ●■ ０１１ 皿祀似一●■● １１１ 肥ⅢＭ肥●●●● １１１０ ４６５９ １８０７ ●●●● １１１０ ６１６２ １９Ｏ７ ＬＬＬｕ 皿閉叫師ＬＬＬ０ ３１７４ ２９０６ Ｌ・ＬＬｕ

区分
人口の

順位

人口（万人）

1975年 1980年 1985年 1990年 1995年

最小 餓大 最小 股大 最小 股大 股小 最大 最小 最大

（１） 

（２） 

（３） 

(４） 

1～１３ 

15～９０ 

100～400 

400～600 

６０ ６２ 
５３ 

５５８ ６５１ 
８ 

５ 

５２ ７２ 

５３ 

835 

5５ 

１９ 

５ 

９３ ７２ 

５３ 

835 

5７ 

１９ 

５ 

３４ ８２ 

５３ 

816 

5９ 

２０ 

５ 

４４ ８２ 

６３ 

788 

6３ 

２１ 

６ 

人口規模

(万人）
1955年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年

５０００００ １２３５８ 一一一一一一一３５０００００ １２３５８ 
００ ５４ ２１ 

３１ ６２ 

７１６ 

６ ３ ２ 

７ ６ １ 

７７５ ７２１ 
４８ 

６６ １７ ２１ 

２２１ ７４２ 
５ 

１ １ 

218 

204 

8７ 

３９ 

３２ 

６ 

1１ 

８６ ９０ １２ 

６２６ ９４３ 
７ 

２ １ 

179 

217 

105 

3９ 

３９ 

８ 

1２ 

165 

219 

106 

3８ 

４４ 

７ 

1４ 

７２３ ５２１ １２１ 
９５ ３４ 
７ 

３ １ 

計 488 534 543 597 597 599 593 596 
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人口数

および人口数が増加し，規模の小さい都市の数や

人口数が減少すると想定し，（２）式を書き直

そう。

人口Ｓが大きい都市の数"sは，全人口Ｐが増

加すると多くなると想定しているので

図３

(ａ）規模別市部人口の推移：市の数麹
麺

聞
田

Ｉ
１
 

市
の
数

辿語且>‘

的
０ になる。従って

＿22二＜（１－汀)(Ｓ－ｌ）
〃s-１（１－汀)Ｓ＋１

が成り立つ。変形すると（３）式に対応するとこ

ろは

り>T当フテ
になる。

よって，人口が大きい都市では係数ｂの値は１

より大きくなる。また，都市数そのものも多くな

ると想定しているので，新たに追加される人口群

が既存都市以外の新しい都市を形成する確率汀

も大きくなる。それゆえ，Ｓが大きくなるとりは

増加し，また，汀の増加にともないｂは増加する。

逆に，人口が小さい都市の数は減少すると想定

しているので，不等号が反対になり，

3～５５～ＩＢ１０～乞日２日へ臼、３３～5８GBへ毛ＢＢＢ～

市の人口規模（万人）

-1995年-1975年…1955年

“・百万（b）規模別市部人ロの推移：人口数謁
雷
劃
娼
旧
５
６

人
口
数
百
万
人

３～５ｅ－ＨＢ旧～2m２B六忽日３８～5８田R珀凹Ｂａ～

市の人口規模（万人）

-1995年…1975年…1955年

表とグラフから読みとれることは，時間経過と

ともに人口が中規模および大規模都市へ移動し，

零細都市の数やその人口数が減少していることで

ある。

この事実とクルグマンの仮説とを照合すると，

問題点は（２）式にある。（２）式では，都市数

分布が時間経過とともに定常状態に近づくと考え，

長期には都市数密度の変化の期待値がゼロになる

と仮定している。この仮定が事実とは一致しない。

そこで，時間経過とともに規模の大きい都市の数

`<★ 
になる。従って，Ｓが小さくなるとｂは減少し，

また，汀の減少にともないｂは減少する。極端な

ケースでは，汀がマイナスになることも考えられ

る。すなわち，既存の都市が消滅してしまうケー

スであるが，そのような場合には係数ｂは１より

も小さくなると考えられる。

、表２の結果を以上述べた推論で解釈しよう。区

人口規模

(万人）
1955年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年

←、０００００１２３５８ 一一一一一一一３５０００００ １２３５８ １９５５１２６ ４７６００１７ ５５２７０３２ ？日？，？，７粥胆皿卯而似別６４６１５５１ ７９７９７ 
７ 

９９８５２４ １ ０７１７７１８ １７５９０５８ ３７４４９９５ ０●ＤＰ●けロ日・Ｐ６Ｆ■２４２６１９２ 凹躯皿似記別妬ｇＰ▽。ＣＤＤＰ●ロ●ワ日９１０６５２０ 
１１ 

２ １９９７２９１ 躯茄偲町伯羽拠０▽０年●●●グ●タ●●▲６２２８０５０ １１６７９３２ ４０２０８７２ ●Ｐ●□●ロ■Ｐ。■Ｄ〉▲８２００７２４ １１１ 
２ ８０２００１６ ５９２０６２１ ９４５７６５１ ８８９７７７７ ３７８８４９７ ５９０７９０１ ４７２←、９６１９，？１９００ ８３２９１３４ １１１２ 

7,764,2仏

14,062,426 

12,965,353 

10,345,162 

13,708,907 

4,033,293 

25,007,834 

7,018,877 

14,831,155 

14,299,613 

9,697,330 

14,852,068 

4,670,386 

25,701,057 

6,487,020 

15,2440334 

14,564,514 

9,259,619 

16,848,590 

3,827,539 

27,851,196 

6,200,667 

15,483,192 

15,395,323 

9,647,979 

17,520,869 

4,216,735 

26,657,712 

計 50,200,679 66,170,481 75,615,918 830759,967 87,887,219 91,070,486 94,082,812 95,122,477 
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分（１）の大規模都市および区分（２）の中規模

都市では市や人口数が増加しているので，係数ｂ

は１より大きい。とくに人口30～50万人の中規模

都市ではその増加が大きいので，係数ｂの値も

かなり大きな値になっている。区分（４）の零細

都市では逆に市や人口数が減少しているので，係

数ｂは１より小さくなっている。区分（３）の小

規模都市では市や人口数が少し増加しているが，

比較的一定に近く，係数ｂも１に近い。ここの区

分でジップの法則が成り立っている。

４．クルグマン仮説解釈の検証

クルグマン仮説の解釈を検証するために，表２

における係数ｂの推定値に対応するデータを作

成しよう。そこで，区分（１）～（４）で用いて

いる順位が同じである1975年から1995年を対象に

して，人口規模別の市および人口数の変化割合を

表４に基づいて計算した。それが表５である。変

化割合は96表示であり，各年の数値は10年前の数

値との差を当該年の合計数値で割って求めた。

(表５）人口規模別の市および人ロ数の変化割合

（単位：％）市の数

人口数

各年の数値は，１０年前の数値との差を，当該年の合計数値で割って求めた。

表５における市の数の変化割合が汀に相当する。

これをｊＶと書こう。また，人口数の変化割合が

`(鶚P〕に相当する｡これをsと書く。
1975年から1995年までの20組のデータに基づい

て回帰計算を行った。その結果は

り＝0.973-0.0171V＋0.093s

（9.2）（-0.6）（2.8） 
Ｒ２＝0.422,自由度修正Ｒ２＝0.354,
Ｆ値＝６．２０
カッコ内は２値

である。

説明変数Ｓについては符号がプラスで理論ど

おりであり，ｊ値も2.8と有意であり，説明変数と

して効いている。しかし，説明変数ﾉＶについて

は符号がマイナスで理論どおりでもないし，ｔ値

も小さい。決定係数0.422が全体の説明として有

効かどうかは，Ｆ検定をすればわかる。

１Vおよび白の係数がｏであると仮定したとき

の仮説検定は，検定量が自由度（１７，２）のＦ

分布に従う。上側５％点は3.59であり，上側１％

点は6.11である。従って，係数が０であるという

仮説を棄却できる。

ここで説明変数として効いていない｣Ｖを除外

してＳだけで説明してみよう。

ｂ＝0.996＋0.074s 

（10.3）（3.5） 
Ｒ２＝0.410,自由度修正Ｒ２＝0.377,
Ｆ値＝12.49

である。

自由度（１８，１）のＦ分布の上側５％点は4.41,

上側１％点は8.29である。説明変数がＳだけの場

合には，符号も理論どおりであり，よく説明され

人口規模

区分

人口規模

(万人）
1975年 1980年 1985年 1990年 1995年

１１Ｊ１ １２３４ くくくく
80～ 

20～8０ 

5～20 

3～５ ５２９０ ０５７３ ２８８０ ●●■■ ０２９３ ２５２５ ０１５６ ８７９６ ００３５ ２８２７ ●■●● ００２３ 
人口規模

区分

人口規模

(万人）
1975年 1980年 1985年 1990年 1995年

１１１１ １２３４ Ｉ１１Ｉ 
80～ 

20～8０ 

５～20 

3～５ ６７６９ ●■●● ４２４０ １一 ９４４７ ０００■ ０８５０ ７４４６ Ｌ４ａＬ ０００４ ３２３１ ０３８９ Ｌ２ＬＯ 
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ていると言える。

定数項の推定値は0.996であり，１に非常に近

い。定数項が１であると仮定したときに得られる

t値は-0.038であり，定数項が１であることを棄

却できない。従って，都市数分布が定常状態にな

れば，係数ｂは１になることが言える。

以上のことをまとめると，ベキ乗則の係数ｂ

が１に近いか，１から上下するかは都市数分布が

定常状態に近いか，定常状態から離れているかに

依存する，と言えるであろう。その意味で，都市

数分布の密度の変化を表す変数は，係数ｂの説

明に有意である。また，新たな都市が形成され

る確率刀は０に近いと想定しているので，説明変

数としては有意にはならない。

これらのことから，大筋としてクルグマン仮説

の妥当性が言えるであろう。

求めるものはきわめて多様であり，すべての都市

がそれらの要求をすべて満たすように機能を備え

ることは不可能だからである。

人間の生活には，日・週・月・年という時間単

位を周期とするリズムがあり，それによって，地

理的移動も異なってくる。このような人びとの欲

望の多様性により，また，交通の発達程度に応じ

て都市機能の集中・分散が生じ，大・中・小の都

市が生じる。このような都市機能の分布や都市の

階層的榊造を分析する理論として中心地理論が提

起された。

中心地理論では，ほとんどの商品が何らかの市

場センターで販売され，各市場センターはその商

品の性質に応じて異なる大きさの市場圏をもつ，

と想定している。市場圏が商品によってその大き

さが異なるのは，消費者が最小費用で商品を購入

しようとするからである。購入頻度の高い商品は

近所で買い物し，頻度の少ない商品は遠距離でも

かまわないであろう。しかし，遠出をする場合に

は買い物だけではなく，映画を見るとか，いくつ

かの用事を同時に行おうとするかもしれない。こ

のようにして，ある市場ではもっぱら近距離にい

る消費者を吸収するが，他の市場センターではよ

り広い地域の消費者を対象とし，多様な商品を供

給するようになる。さまざまに異なる市場が存在

すると想定されるが，それぞれの市場圏のセンター

として機能する性質を中心性と呼び，その立地点

を中心地と呼ぶ。

中心地の階層を考えると，もっとも狭い市場圏

は，食料品や雑貨などの日用品を買い物する程度

の範囲であろう。ついで，衣料品や家具などの少

し鱗買頻度が落ちる商品を買い物する市場圏にな

るだろう。さらに，専門品を買い物する範囲，あ

るいは，卸売りセンターとして機能するような市

場圏というように，次第に広い範囲になってくる

と考えられる。

このような階層性は商品の売買だけではなく，

管理機能についてもみられる。東京のような大都

会は，全国的な管理を行う中枢管理機能が集積し，

政令指定都市といわれるような各地域の大都市に

は，その地域を管理する機能が存在する。一般に，

各階層の中心地は，その周辺のひとつ下のレベル

の中心地を支配下におくという形態をとっている

〔Ⅱ〕中心地理論

最近，都市生成の理論がクルグマンや藤田昌久

らによって，盛んに研究されている。例えば，

Fujita［1989]，Krugman［19931Fujitaand 

Krugman［1995］が挙げられる。これらで展開

されているモデルの特徴は，規模の経済と輸送費

用との相互作用により内生的に生じる空間集積を

論じる点にある。本稿では，このモデルについて

は論じない。

1．中心地理論とは(4)

従来からある都市モデルとしては，「中心地理

論」がある。これはChristaller［1933］によっ

て提起され，L6sch［1940]によって体系化さ

れた。

このモデルの特徴は，すべての都市に平等に同

程度の都市機能があるのではなく，都市機能が階

層構造をなしていると想定することである。その

要因として，土地面積や利用可能な水資源という

自然的・地理的条件が作用していることに加え、

社会的・経済的条件が挙げられている。すなわち，

すべての都市が平等に同程度の都市機能を有する

ことは経済的ではないし，また，人びとが都市に
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と想定される。市場圏と同様に，各中心地ごとに

管理支配権が形成されていると考えられる。

このような市場圏や管理の勢力圏がさまざまに

重複し分布する結果，各中心地はそれらの機能の

集積に応じた人口規模になるはずである。

以上をまとめると，（１）各中心地の人口はそ

の市場圏の人口に比例する，（２）各階層の中心

地はそれぞれひとつ下のレベルに属する階層の中

心地を一定数だけ従える，といえる。

現実にはあり得ないが，理論的には，直線上に

配置される中心地が考えられるので，それを図４

(a）に示す。また，平面上に配置される中心地

を図４（b）で示そう。

図４

（a）中心地の階層的配極（－次元）

３２３１３２３階層

さなかった。また，クリスタラーは階層構造が妥

当であることを示唆したが，個人の行動がどのよ

うにしてそのような階層を形成するのかについて

は説明しなかった。そのような意味で，経済学的

な説明にはなっていなかったのである。

従って，中心地理論とは因果関係を持つモデル

ではない。それは，われわれの概念とデータを組

織立てて整理する方法として考えるのが妥当であ

り，その意味で分類方法であると言ってよい。分

類方法は，物理学や生物学においては洞察の基礎

をなすものとして役立ってきた。そのようにみる

と，中心地理論は都市の分類方法として有益な試

みである。しかし，分類方法は結論へ至るひとつ

の過程に過ぎないのであり，「何であるか」は説

明できても，「なぜそうなるか」は説明できない。

Krugman［l996a］は，ミクロ経済学的な基礎

からいかにして中心地理論が導出できるかについ

て，モデルを示した。そのモデルについて本稿で

は論じないが，「中心地理論の本質は，限られた

立地に生産が集中するインセンティブを生み出す

規模の経済性と，顧客の近くで生産するために立

地を分散させるインセンテイプを生み出す輸送費

用との間のトレードオフにある」と記述してい

る｡(`）ただし，クルグマンのモデルは一次元上に

配置された立地で組み立てられており，そのモデ

ルをもとにシミュレーションした結果から結論を

述べている。レッシュが述べた平面上における六

角形の入れ子榊造については，「優れた数学者な

ら，亀甲状の市場構造が二次元でも創発するこ

とを示せるはずであると確信している」と述べて

いる｡(6)

(b）中心地の階層的配邇（二次元）

２．中心地理論に対するクルグマンの批判とモデ

ル栂築(5)

Krugman［1996a］は，中心地理論について次

のように述べている。中心地理論は，農村部に商

品を供給するモデルとして使われ始めたが，それ

が都市部のビジネス中心街に対しても適用されて

きた。クリスタラーは，そのような中心地が階層

を形成すると主張し，その証拠を提示した。レッ

シュは，輸送費用が最小化されるならば，中心地

の配置は六角形の入れ子構造になるはずである，

と指摘した。

しかし，中心地理論は経済学者の道具としては

使われてこなかった。その理由は，この理論が経

済モデルになっていないからである。レッシュは

六角形の格子が効率的であることを示したが，そ

れが市場競争のプロセスから創発されることを示

３．中心地理論による都市人口の大きさとその順

位の関係

中心地理論は都市の分類方法に過ぎないと言え

るが，それをミクロ経済学的に基礎づけることも

可能であるようにみえる。従って，この理論を用

いて都市人口の大きさとその順位の関係を論じて

もよいであろう。

はじめに，直線上に都市が立地するケースにつ

いて考えよう。都市が階層榊造になっていると想

定するので，その階層をＲとする。Ｒ＝１が一
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番大きな中心地であり，Ｒ＝２が次のレベルに位

置する中心地，Ｒ＝３，Ｒ＝４，・…・・となるに

従って，より低いレベルの中心地になるとする。

都市数は，Ｒ＝ｌでは１つであり，Ｒ＝２では

２つ，Ｒ＝３では４つである。Ｒのケースでは，

都市数は２月’になる。従って，都市人口の大き

さの順位１Ｖは，各階層のうち一番人口の小さい

都市の順位で言えば，Ｒ＝１ではⅣ＝１，

Ｒ＝２ではﾉＶ＝３，Ｒ＝３ではⅣ＝７となり，

ＲではⅣ＝２"－１になる。

ここで，階層Ｒに属する都市の人口をＳとし，

その間にベキ乗ＨＵ

Ｓ＝ｃＲ－β 

が成り立つとする。さらに，

１Ｖ＝２庇－１

である。これからＳと1Ｖの関係を求めると

／０９(S）＝α－βJoWog(１V＋l)）（４） 

になる。ここで，α＝JogC＋aog(JOg2）である。

次に，平面上に都市が立地するケースをみよう。

都市人口の大きさの順位は，Ｒ＝ｌではⅣ＝１，

尺＝２ではⅣ＝ｌｘ６＋１，Ｒ＝３では

１Ｖ＝（1＋2＋3)×6＋１となり，Ｒでは

１Ｖ＝６(Ｒ－１)(2尺－３)＋１となる。従って

乗則を用いると，

log(S）＝α－βJoWV）（５） 

になる。ここで，α＝JOgC＋β/０９１２である。

この関係式は，（１）式で述べた人口と順位に

関するベキ乗則と同じである。ただし，ここでは

通常の表現のように順位の対数を左辺にするので

はなく，人口の対数を左辺にして表現した。

すなわち，都市階層とその人口との間にベキ乗

則を仮定するとき，平面に立地する中心地理論か

らは，人口とその順位に関してベキ乗則が得られ

る。しかし，直線上に立地する中心地理論からは，

そのような関係は得られない。

〔Ⅲ〕日本の都市における中心地理論の検証

1．大規模都市

日本の都市データに対して，（４）式および

（５）式を当てはめてみよう。（１）式とは逆に

log(Ｓ）を左辺にしているのは，log(S）が

ﾉOgUV）と/０９(log(１V＋l)）のどちらでより多く

説明されるかをみるためである。ここで，（４）

式を（LL）式と呼び，（５）式を（Ｌ）式と呼

ぼう。

（LL）式と（Ｌ）式のどちらのモデルを採用す

るかを検討するさい，順位〃の範囲によっては，

両式はほとんど変わらないものであることに気を

つけなければならない。図５では，Ｎが１～50の

範囲と，５１～100の範囲について，（LL）式およ

び（Ｌ）式の値をプロットしてみた。

図５

（ａ）（ＬＬ）式と（Ｌ）式の値の関係
ｌ頂位Ｎが１～50のとき

R-'Ｗ三雲
である。この式は近似的に

丹Ｒ－ｌ２５＝ 

と表現できる。さらに，都市階層と人口との間に

次式のようなベキ乗則を仮定する。

４ 

Ｓ＝ｃ(Ｒ-1.25)~率

３
 

２
 

１
 

い
式
の
値

ただし，Ｒ＞１．２５とする。

このベキ乗則はかなり窓意的に見えるかもしれ

ない。しかし，これは単にベキ乗則が都市階層の

少し低いレベルから当てはまるのであって，一番

大きい都市階層には当てはまらないことを述べて

いるに過ぎない。

階層と順位の関係，および階層と人口とのベキ

、

(ＬＬ）式の値

／ 
-6.49 0.4 

U■U■０ 

B､９１．２ 
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(b）（ＬＬ）式と（Ｌ）式の値の関係
順位Ｎが50～100のとき

(b）（ＬＬ）式，（Ｌ）式で求めたＢＩＣ
1995年都市計画データ

Ｎ
Ｂ
β
『
２
４
β
⑥
毛

③
⑧
罰

引
引
『
『

Ｒ
￥
１
（
し

７
６
５
４
３
２
１
４
９
 

■
●
の
■
■
●
●

４
４
４
４
４
４
４
 

３
 

い
式
の
値

1.記１．４１.“１．４８1.礎

用いたデータの範囲

一(ＬＬ）１～-…(Ｌ）１～

（ＬＬ）式の値

両式の値の決定係数Ｒ２は，１Ｖ＝１～50のとき

には0.9714であり，／Ｖ＝50～100のときには0.9996

である。１Vが大きな値から始まるときには，両

式の値はほとんど直線関係になっている。従って，

１Vの起点をｌにして両式を比較する必要がある。

図６（a）は1995年の市部データを用いて回帰

したときに得られたシュバルツのベイズ`情報鑓基

準（BIC：SchwarzBayeslnformationCriterion）

をグラフにしたものである。ＢＩＣはモデルの適合

度を表す統計量であり，

図６（a）で''（LL）ｌ～”と記号を付せられ

た実線は，順位１から横軸で表されている順位ま

でのデータを用いて，（LL）式を計算したときの

BICの大きさを表している。この実線は横軸12の

ところで－６と一番低い値をとっている。という

ことは，順位１の東京23区から順位12の仙台まで

の１２個のデータを用いて回帰したときに，ＢＩＣが

一番小さくなることを表している。ちなみに順位

1から順位12までの都市と人口を列挙しておこう。

東京23区（788万人)，横浜（328)，大阪（248)，

名古屋（173)，神戸（149)，京都（140)，福岡

(123)，川崎（118)，広島（108)，北九州（102)，

仙台（94）である。

，'（Ｌ）１～'，と記号を付せられた破線は，順

位1から横軸で表されている順位までのデータを

用いて（Ｌ）式を計算したときのＢＩＣの大きさを

表している。

（LL）式と（Ｌ）式のＢＩＣを比較すると，順

位が14位までは（LL）式の方が小さく適合度が

よい。ただし，（LL）式においては，順位13から

順位20にかけて極端に適合度が悪化している。順

位20以下では再び（LL）式のＢＩＣは小さくなる。

以上の結果から想定されることは，人口100万

人以上の政令指定都市と言われる大規模都市は，

(LL）式の方が（Ｌ）式よりも適合度がよく，日

本列島を－次元の線に見立てて配列されている，

ということである。

行政区のデータではなく，都市圏のデータでも

検証してみよう。図６（b）は1995年の都市計画

区域のうち人口集中地区データを用いて回帰した

ときに得られたＢＩＣをグラフにしたものである。

(LL）式では順位12までのデータを用いたときが

BﾉC＝Tlog5li+KJogT 

と表される。ここで，Ｔはサンプル数，Ｋは説

明変数の数硴は説明変数がＫ個である場合の

誤差項の分散推定値である。ＢＩＣが小さいほど適

合度がよい。

図６

（a）（ＬＬ）式，（Ｌ）式で求めたＢＩＣ
1995年市部データ郡
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BICが一番低く適合度がよい。また，（Ｌ）式は

対象にする順位を広げるとＢＩＣがより小さくな

り適合度を増す。順位16のところでＢＩＣは（Ｌ）

式の方が（LL）式よりも小さくなる。ちなみに

順位12までの都市圏を列挙すると，東京（816万

人)，横浜（308)，大阪（262)，名古屋（239)，

札幌圏（173)，阪神間（153)，京都（150)，福岡

(136)，神戸（136)，広島圏（131)，川崎（116)，

仙塩広域（99)である。

よって，都市圏の集中地区データを用いても，

大規模な都市圏は日本列島を線に見立てて配列さ

れている，といえる。

(b）（ＬＬ）式．（Ｌ）式で求めたＢＩＣ
1995年都市計画データ
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用いたデータの範囲

一（ＬＬ）１５～…（Ｌ）１５～

小規模都市については図８で，零細都市につい

ては図９でＢＩＣを描いている。それぞれ（ａ）が

市部データ，（ｂ）が都市計画区域の人口集中市

区データである。これらのグラフから言えること

は，小規模都市および零細都市でも，（Ｌ）式の

方が（LL）式よりも適合度がよい，ということ

である。

結論として，大規模都市は日本列島を線に見立

てて配置されており，それ以下の小さな都市は面

に見立てて配置されている，ということである。

図８

（a）（ＬＬ）式，（Ｌ）式で求めたＢＩＣ
1995年市部データ

2．中小規模都市

順位15以下の中規模都市についてみよう。図７

(a）で”（LL）１５～'，という記号は，順位15から

横軸で表されている順位までのデータを用いて

(LL）式のＢＩＣを計算しグラフに表したものであ

る。また，，，(Ｌ）15～,'は（Ｌ）式のＢＩＣを表し

ている。ただし，〃の値は順位15を１，順位16を

２，順位17を３，……としている。

このグラフから言えることは，順位15から並べ

た中規模都市では，（Ｌ）式の方が（LL）式より

もＢＩＣが小さく適合度がよい。

同様に，都市計画区域の人口集中地区データを

用いてＢＩＣのグラフを描いたのが，図７（ｂ）で

ある。ここでも（Ｌ）式の方が（LL）式よりもＢ

ＩＣが小さく適合度のよいことが言える。従って，

中規模都市では日本列島を２次元の面に見立てて

都市が配置されている，といえよう。

図７

（ａ）（ＬＬ）式、（Ｌ）式で求めたＢＩＣ
1995年市部データ
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図９

(a）（ＬＬ）式，（Ｌ）式で求めたＢ１Ｃ
1995年市部データ

－次元上に配置される中心地理論では，都市階

厨のレベルＲと，そのレベルの都市の順位１Ｖと

の関係はⅣ＝２円－１である。従って，順位６と

いうことは，都市階層レベル2.3までが線上に配

置されていたことになる。

戦後1955年でも，順位６までが大規模都市とし

て配置されていた。順位１は東京（697）であり，

順位６は神戸（98）であった。順位７は中規模都

市になる福岡（54）である。戦前と比較すると，

各都市の人口が大きくなっていた。この傾向は

1965年以降も続き，線上に見立てて配置される都

市数も1965年には10に，1975年以降は12に拡大し

た。従って，階層レベルは1965年では3.2に，

1975年以降は3.5に拡大した。

大規模都市と中規模都市の境界をみよう。１９３５

年では人口70万人の横浜が大規模都市に，人口３１

万人の広島が中規模都市に分類される。1955年で

は98万人の神戸が大規模都市に，４５万人の川崎が

中規模都市になる。1965年は明確でないが，１９７５

年以降は100万人までが線上に配置される大規模

都市であり，順位1から順位10～12までである。

また，面上に配置される中規模都市は順位18～２０

以下であり，人口は50万人以下が基準になった。

５０万人から100万人までの都市は，線上に見立

てて配置されるのか，面上に見立てて配置される

のかの中間形態になる。従って，（LL）式の適合

度を表すＢＩＣはこの間に急速に悪化している。

戦前は，大規模都市と中規模都市との境界は明

確であった。1955年に境界にある中間形態の都市

が１つ現れた。1965以降，中間形態の都市は増加

し，1975年，1985年，1995年には数都市が中間形

態になった。

図1０

1925年市部データ

『
そ
ｓ
可
毛

口
）
７
Ａ
し

刃
犯

42日４６臼GＥＢＧＺＥ５G日

用いたデータの範囲

一(LL)401～…-(Ｌ)401～

(b）（ＬＬ）式，（Ｌ）式で求めたＢＩＣ

1995年都市年計画データ
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３．大規模都市配置の経年変化

図10に，順位１から横軸で表されている順位ま

でのデータを用いて計測したＢＩＣのグラフを，

1925年から1995年まで10年間隔で示している。

大規模都市は日本列島を線に見立てて配置され

ており，それ以下の小さな都市は面に見立てて配

置されていると考えられる。それゆえ，図６（a）

の，,(LL）１～，,のグラフでは，大規模都市から

中規模都市へ変化する順位15～順位20にかけて，

BICの値が急速に大きくなり，適合度が減少して

いる。

経年変化をみよう。戦前の1925年，1935年では，

順位１～６のデータを用いて計測したときに，

BICが最小になる。従って，順位６までの都市が

日本列島を線に見立てて配置されていた。これ

らの都市は1935年では，東京（589万人)，大阪

(299)，名古屋（108)，京都（107)，神戸（90)，

横浜（70)であった。順位７は広島（31)であり，

これは中規模都市に分類される。
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〔Ⅳ〕結論と今後の課題

〔Ｉ〕では，都市人口とその順位との間にはベ

キ乗則の関係があり，しかもベキ乗係数ｂが１に

近いのではないかというジップの法則を検討した。

その結果得られたことは，小規模都市においては

ベキ乗係数が１に近いことが言えるが，大規模・

中規模都市においてはｌよりも大きいこと，零細

都市においては１よりも小さいことが計測された。

その結果をクルグマン仮説を用いて理論的に裏づ

けてみた。そこで残した問題点は，都市人口と順

位との間に，どうしてベキ乗則の関係が成り立つ

のかということであった。

〔Ⅱ〕では中心地理論を用いて，都市人口と順

位の間にベキ乗則の関係があることを導こうとし

た。そこで，中心地理論で用いられる都市階層の

レベルとその人口の間にはベキ乗則の関係がある

と仮定した。その結果，平面上に配置される中心

地理論からは，都市人口と順位の間のベキ乗則の

関係が導き出された。しかし，直線上に配置され

る中心地理論からは，その関係は導かれなかった。

日本の都市データを用いて計測してみると，大規

模都市は線上に配置された中心地理論に従い，中
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規模都市以下では面上に配置された中心地理論に

従っていることが判った。

残された問題点は，都市階層のレベルとその人

口との間にベキ乗則の関係がある，ということを

説明する理論である。
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〔注〕

（１）語の頻度とその順位との関係について，そ

の積がほぼ一定の値になることを，コンドンが1928

年に「サイエンス」誌に掲載した論文「語蕊の統

計学」で明らかにした。その後，アメリカの心理

学者であるジップがシェークスピア．ジョイス，

エリオットの作品を用いて，語の頻庇と順位との

積がほぼ一定の値となることを確かめて，ジップ

の法則と呼ばれるようになった。Ｖ・Belevitch

［1956］はエントロピーという情報量を用いて，文

字の出現確率から計算したコストに対し，その単

位当たり惰報量を股大にするという条件で，語の

頻度とその順位の積が一定になることを証明した。

（２）各国の都市データで６＝１に近いことを計測

した論文として，RosenandResnick［1980］が

挙げられる。

（３）Krugman［1996a］（訳瞥ppl42）では，

「ハーバート・サイモンが，都市の規模分布はベキ

乗則に従うという驚くべき事実を解説した成長理

論をみることにしよう」と記述している。そのア

イデアに基づいて，クルグマンが都市順位と人口

のジップの法則を導いている。しかし，クルグマ

ンがしていることは，ベキ乗則に従うときに

ｂ＝１になることを導いたことであり，ベキ乗則

そのものを導いてはいない。

（４）この節の説明は，山田浩之［1980］「２．２都

市の階層榊造」を参照した。

（５）この節の説明は．Krugman［1996a］訳轡第

１章のうち「中心地理論」および第８章のうち「中

心地モデル」を参照した。

（６）Krugman［1996a］訳欝pp､141に記載されて

いる。
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